
















































2 Delaware Division of Corporations, Annual Report Statisticsから筆者作成。

























3 1審は納税者の請求容認（名古屋地判平成 23年 12月 14日，民集 69巻 5号
1297頁。），原審は控訴棄却（名古屋高判平成 25年 1月 24日，民集 69巻 5号
1462頁。）。
4 最高裁平成 27年 7月 17日第二小法廷判決（民集 69巻 5号 1253頁）。本件評
釈として，今村隆「判批」税理 58巻 15号 70頁，岡村忠生「判批」ジュリス





























6 東京地裁平成 28年 4月 27日判決（判例秘書 L07131161）。なお，控訴審では
過少申告加算税の正当理由が争われたが棄却となり確定した（東京高裁平成 29















で適用されたデラウェア州 LPS法 201条（b）に規定される「separate le-
gal entity」については，ワシントン州 PS法 50条（1）の「entity distinct 
from its partners」（entity規定）で対応させ，判断方法 2で適用されたデ
ラウェア州 LPS法 106条（a）（b）（power規定）については，ワシント
ン州 LPS法 60条，70条で対応させている8。しかしながら，特に判断方法
2についてみると，デラウェア州 LPSで適用されている州 LPS法 106条が，
LPSにあらゆる権能を付与するという統一法の power規定であるのに対
し，ワシントン州 LPS法 70条はあくまでもパートナーと LPSについて
の関係についての規定であり，LPSの権利義務について直接的に言及した
7 同判決については，拙稿「米国ワシントン州 LPSの『法人』該当性」国際商事
法務 44巻 11号 1659頁。









ントン州 LPS法 70条は power規定に対応する条文ではないということが
できる。













































13 UPA24 条，26 条。J. WILLIAM CALLISON & MAUREEN A SULLIVAN, 
PARTNERSHIP  LAW AND PRACTICE : GENERAL AND LIMITED 
PARTNERSHIPS 181-185（2015）.「3（1）ジェネラル・パートナーシップ」に
て後述。
































いては導管であると判示されている（U.S.v. Basye, 410 US 441, 448 n.8（1973））。
なお，パートナーシップ課税については，高橋祐介『アメリカ・パートナーシッ
プ所得課税の構造と問題』（清文社，2008年）がある。
























Conference of Commissioners on Uniform State Laws ; NCCUSL）が，初の
統一法となる統一パートナーシップ法（The Uniform Partnership Act ; 
17 初回の草案委員会議長である Dean Ames氏は事業体理論をベースとした統一法
草案を 2案作成していたが，1909年に交代した Dean Lewis氏は事業体理論，
集合体理論をベースとした統一法の草案をそれぞれ作成した。パートナーシッ




























トナーシップ（LLP）について― 閉鎖会社立法への一提言―」金融研究 20巻 1
号 167頁。
20 CALLISON & SULLIVAN, supra note 13, §7.
21 JONATHAN R. MACEY & DOUGLAS K. MOLL, THE LAW OF BUSINESS 
ORGANIZATIONS : CASES, MATERIALS, AND PROBLEMS（American 



























DENNIS HYNES & MARK J. LOEWENSTEIN, AGENCY, PARTNERSHIP, AND 
THE LLC IN A NUTSHELL 244（7th ed., 2020）.































いて，集合体理論を採用した事例として，Mazzuchelli v. Silberberg, 29 N.J. 15, 
148 A.2d 8 （1959）.









Bar Association ; ABA）から UPAの大幅改正の必要性を指摘する詳細なレ
ポートが公表された27。これをうけて 1988年に草案会議が開かれ，UPAの
改定版である改定統一パートナーシップ法（The Revised Uniform Partner-









27 ABA, UPA Revision Subcommittee of the Committee on Partnerships and 
Unincorporated Business Organizations, 43（1）: 121-84（Nov. 1987）.













のダイナミズムを参考に ――」日本銀行金融研究所 No. 2000-J-7，13頁。



























32 MACEY & MOLL, supra note 21, at 33.
 RUPAはその後も改定を続けており，2013年修正版では Harmonization of 



















































































































































30年と制限している。CALLISON & SULLIVAN, supra note 13, at 774.
45 Id.　LLCはその名称に Limited liability Companyであることを示す必要がある
が，その標記は州によって異なっており，ワイオミング州の Ltd. Liability 

























47 ULLCA110条 （c） では強行規定を列挙しているが，（d） には 409条 （b） に定め
る忠実義務のように，「明白に不合理でないかぎり」という制限つきで変更を
可能とする項目があるため，同条すべてが強行規定というわけではない。
48 ULLCA110条（d） （1） （B），大杉・前掲注 19）177頁。
49 MACEY & MOLL, supra note 21, at 1003.
図表 2 ; 事業体の entity規定、power規定の有無（筆者作成）
GPS（RUPA） LPS（Re-RULPA） LLC（ULLCA）
entity規定 201条 104条（a） 104条（a）



























51 S.Rep. No. 1622, 83d Cong., 2d Sess. 89（1954）.
 パートナーシップ課税制度の主たる立法目的は，「簡素，柔軟性，パートナー
間の公平性」とされる。水野忠恒「パートナーシップ課税とパス・スルー方式


























人概念（一）」民商法雑誌 95巻 2号 232頁。
53 Tre Reg§301.7701-1. MARTIN MCMAHON ET AL., FEDERAL INCOME 
TAXATION OF CORPORATIONS 20（4th ed. 2014）.
54 IRC§761（a）.
55 Reg.§301.7701-2（c） （1）.



























58 Morrissey v. Commissioner of Internal Revenue, 296 U.S. 344（1931）.
 同判決については，佐藤英明「事業信託と法人の分類基準（上）─アメリカ法






















年に財務省規則として規定した。同規則では， i 団体性， ii 事業・営利目
的， iii 事業の継続性， iv 経営管理の集中， v 構成員の有限責任， vi 持分
59 Pelton v. Commissioner of Internal Revenue, 82 F.2d.473（7th Cir. 1936）. 



















63 Reg. § 301.7701-2（a） （1）. i団体性，ii 事業・営利目的性は，コーポレーショ
ンとパートナーシップに共通しているため，税制上両者を区別する特質として
の要件性はないが，判断の対象となる事業体としての前提条件となる性質であ
るとの解釈もできる。CALLISON & SULLIVAN, supra note 13, at 64.
64 キントナー判決およびキントナー規則の詳細については，佐藤・前掲注 52）55
頁。
65 Zuckman v. United States, 524 F.2d 729, 733 （Ct. Cl. 1975）.
66 Phillip G. Larson v. Commissioner of Internal Revenue, 66 T.C. 159, 1976 WL 3593








事業継続性 〇 × × ×

































ること， ii 州法でコーポレーションに該当しない事業体であること， iii 2
人以上の構成員によって構成される事業体であることが要件となる。独立
した事業体であれば，1人 LLC（メンバーが 1人の LLC）の場合であって
67 Revenue Ruling 88-76, 1988-2 C.B. 360.　Study Project LR-298-82. CALLISON & 




























70 HYNES & LOEWENSTEIN, supra note 22, at 355.
71 Id. at 356.


















と， （b） その名において財産を取得し処分すること， （c） その名において













野英一「いわゆる『権利能力なき社団』について」法学協会雑誌 84巻 9号 37頁）




















てはめをみると，「独立した事業体（separate legal entity）」（州 LPS法 201
条（b））という条文の文言からは法人格を付与されているか否か（判断方
法 1），そして power規定（州 LPS法 106条（a），（b））からは LPSの権
利義務帰属性について判断されている（判断方法 2）。
さらに，LPS最高裁判決と同様の判断方法を採用したワシントン州 LPS
判決では entity規定（州 PS法 50条 ; an entity distinct from partners）（判
断方法 1），および州 LPS法 60条，70条をあてはめている（判断方法 2）79。
77 なお，LPS最高裁判決の第 1審（名古屋地裁平成 23年 12月 14日判決，民集





















































































































































































代理人の氏名および住所の記載を含めた書面（statement of partnership ex-
istence）の提出が可能とされているが，これは債権者に対して訴訟代理人














事業体の継続性 〇 〇 〇 〇
事業体と構成員 
の財産の分離 〇 〇 〇 〇
事業体と構成員 
との取引 〇 〇 〇 〇
派生訴訟 〇 × 〇 〇
行為主体能力
事業活動に 
制限なし 〇 〇 〇 〇
事業体名義 
による契約 〇 〇 〇 〇
契約の効果の 
帰属 〇 〇 〇 〇
事業体名義での 
不動産登記 〇 〇 〇 〇
訴訟の 
当事者能力 〇 〇 〇 〇
設立の届出 公的機関への 公示 〇 × 〇 〇
米国事業体の性質と法人該当性
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を明確にすることや，州法の適用を受けることによって GPSの代理とし
てパートナーらが取引に参加する権限を補う等の効果をもたらすものであ
り，LPSや LLCの設立の届出とは根本的に性質を異にするものである。
したがって，GPSは上記属性判断における重要属性の設立の届出要件
をみたしていないことから，わが国租税法上の法人には該当しない。コー
ポレーションの属性という観点に着目すると，GPSは LPSおよび LLCと
その性質上違いがあるといえるだろう。
おわりに
本稿では外国の事業体の性質決定について，アメリカの GPS，LPSお
よび LLCをとりあげて統一法から各事業体の性質を検討し，LPS最高裁
判決で示された判断方法を軸として，わが国租税法上の法人該当性の考察
を試みた86。アメリカの事業体はその発展において，事業遂行の利便性だ
けではなく，税制が深く関係していたことからもその性質は複雑化の一途
をたどった。1960年代，IRSはキントナー規則による属性参照アプロー
チを採用して事業体判断を行っていたが，各事業体の性質の複雑化に伴い
その判断は困難を極めたことから，1997年にチェック・ザ・ボックス規
則を適用することで事業体判断を事実上放棄したといえよう。
これに対して日本では，LPS最高裁判決において権利義務帰属性から外
国事業体の性質を決定する旨が判示され，続くワシントン州 LPS判決で
はその判断方法を踏襲し，当てはめには設立州法の条文を個別に当てはめ
るという条文参照アプローチが採用された。しかし条文参照アプローチは，
entity規定や power規定が設立州法に定められていない場合には，当該事
業体は日本の租税法上の法人に該当しなくなるため，アメリカが採用して
いた属性参照アプローチよりも適用が厳格で難しいアプローチである。ワ
86 なお，事業体と日米租税条約の関係については，水野・前掲注 78）400頁参照。
米国事業体の性質と法人該当性
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シントン州 LPS判決での当てはめの問題は，ここに基因するものといえ
よう。
そこで本稿では，日本の租税法が外国法人を実質的に判断していること
や，LPS最高裁判決がその当てはめにおいて個別の条文をあげているもの
の，事業体の属性に焦点をあてて判断していたものと考えられることから，
同判決の判断方法に基づき属性判断基準によるパートナーシップの事業体
判断を試みた。外国事業体についての問題は日々複雑化し，国内法だけで
はなく，租税条約における議論も存在することから，法人該当性について
の検討はますます必要となるだろう。
